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告   示 

◎新潟県告示第633号 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の36第１項の規定により、次のとおり包括外部監査契約を締結した。 

平成27年４月14日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 包括外部監査契約の期間の始期 

  平成27年４月１日 

２ 包括外部監査契約を締結した者の氏名及び住所 

  氏名  神代 勲 

  

発 行   新 潟 県 

第 29 号 
平成27年４月14日 

毎週火（祝日のときは翌日）、金曜発行 
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  住所  新潟市中央区川岸町２丁目６番地６ 

    アップルガーデンイースト502号 

３ 包括外部監査契約を締結した者に支払うべき監査に要する費用の額の算定方法 

  基本費用の額並びに執務費用及び実費の額の合算 

４ 包括外部監査契約を締結した者に支払うべき監査に要する費用の支払方法 

  監査の結果に関する報告提出後に一括払、必要に応じ前金払 

 

◎新潟県告示第634号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第41条第１項（又は第53条第１項）の規定により、指定居宅サービス事業

者（又は指定介護予防サービス事業者）を次のとおり指定した。 

平成27年４月14日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

サービスの種類 事業所の名称 所在地 事業者 指定年月日 

訪問介護 

 

介護予防訪問介護 

訪問介護二の丸 新潟県新発田市大手

町４丁目５番 29号 

社会福祉法人二王

子会 

平成 27年４月

１日 

訪問介護 

 

介護予防訪問介護 

訪問介護事業所スマイ

ル柏崎 

新潟県柏崎市穂波町

４番２号 

有限会社スマイル 平成 27年４月

１日 

訪問介護 

 

介護予防訪問介護 

訪問介護なごみの郷 新潟県村上市瀬波温

泉２丁目９番７号 

株式会社アサヒゴ

ーナイ 

平成 27年４月

１日 

訪問介護 

 

介護予防訪問介護 

ヘルパーステーション

きりん荘 

新潟県東蒲原郡阿賀

町鹿瀬 6259 番地 

阿賀町 平成 27年４月

１日 

訪問入浴介護 

 

介護予防訪問入浴介

護 

ツクイ上越栄町 新潟県上越市栄町１

丁目７番２６号 

株式会社ツクイ 平成 27年４月

１日 

訪問看護 

 

介護予防訪問看護 

小出病院訪問看護・リ

ハビリステーションさ

くら 

新潟県魚沼市日渡新

田 34番地 

一般財団法人魚沼

市医療公社 

平成 27年４月

１日 

訪問看護 

 

介護予防訪問看護 

訪問看護ステーション

みのり 

新潟県上越市大字京

田 134番地１ 

有限会社池亀商事 平成 27年４月

１日 

通所介護 

 

介護予防通所介護 

デイサービスセンター

ゆｌａｘ 

新潟県長岡市曙２丁

目３番地 15 

株式会社ＭＥＤＩ

Ａ 

平成 27年４月

１日 

通所介護 

 

介護予防通所介護 

デイサービスセンター

くるま乃 

新潟県新発田市大友

17番地１ 

社会福祉法人ゆう

しん 

平成 27年４月

１日 

通所介護 

 

介護予防通所介護 

デイサービスセンター

リフレッシュケア 

新潟県新発田市五十

公野 7090番地 

株式会社ＭＳＥ 平成 27年４月

１日 

通所介護 

 

介護予防通所介護 

デイサービスセンター

こころつくしの家 

新潟県五泉市村松甲

5600番地１ 

社会福祉法人みど

り心育会 

平成 27年４月

１日 

通所介護 

 

宮の森デイサービスセ

ンター 

新潟県五泉市本町４

丁目３番 12 号 

グランシェア株式

会社 

平成 27年４月

１日 
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介護予防通所介護     

通所介護 リハクラブＷＩＬＬ 新潟県上越市とよば

107番地イル・クオー

レとよば１階 

社会福祉法人高田

福祉会 

平成 27年４月

１日 

短期入所生活介護 

 

介護予防短期入所生

活介護 

特別養護老人ホームみ

やざわ苑 

新潟県長岡市栃尾宮

沢 1778番地 

社会福祉法人刈谷

田福祉会 

平成 27年４月

１日 

短期入所生活介護 

 

介護予防短期入所生

活介護 

ショートステイ新発田

まごころの里 

新潟県新発田市下小

中山 1107番地 

社会福祉法人真心

福祉会 

平成 27年４月

１日 

短期入所生活介護 

 

介護予防短期入所生

活介護 

特別養護老人ホームく

るま乃 

新潟県新発田市大友

17番地１ 

社会福祉法人ゆう

しん 

平成 27年４月

１日 

短期入所生活介護 

 

介護予防短期入所生

活介護 

特別養護老人ホーム新

発田まごころの里 

新潟県新発田市下小

中山 1107番地 

社会福祉法人真心

福祉会 

平成 27年４月

１日 

短期入所生活介護 

 

介護予防短期入所生

活介護 

モス・コーラ（空床シ

ョートステイ） 

新潟県小千谷市大字

桜町 3146番地２ 

社会福祉法人平成

福祉会 

平成 27年４月

１日 

短期入所生活介護 

 

介護予防短期入所生

活介護 

サテライト型特別養護

老人ホームほくら園ユ

ニット 

新潟県上越市大島区

大平 5131番地 

社会福祉法人くび

き社会事業協会 

平成 27年４月

１日 

特定施設入居者生活

介護 

 

介護予防特定施設入

居者生活介護 

特定施設入居者生活介

護事業所きりん荘 

新潟県東蒲原郡阿賀

町鹿瀬 6259 番地 

阿賀町 平成 27年４月

１日 

 

◎新潟県告示第635号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第46条第１項の規定により、指定居宅介護支援事業者を次のとおり指定し

た。 

平成27年４月14日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

事業所の名称 所在地 事業者 指定年月日 

くわばら居宅介護支援事業

所 

新潟県上越市清里区平成

215番地８ 

合同会社くわばら社会福祉

士事務所 

平成 27年４月１日 

ケアプランセンターあすか

の郷 

新潟県佐渡市真野新町 63番

地 

テクノサド株式会社 平成 27年４月１日 

ケアプランセンター結 新潟県東蒲原郡阿賀町平堀

1654番地 10 

合同会社ハルク 平成 27年４月１日 

こころつくし介護支援セン

ター 

新潟県五泉市村松甲 5551番

地１ 

社会福祉法人みどり心育会 平成 27年４月１日 



平成27年４月14日(火) 新  潟  県  報 第29号 

4 

センター病院居宅介護支援

事業所 

新潟県上越市南高田町６番

９号 

上越市 平成 27年４月１日 

愛の里居宅介護支援事業所 新潟県柏崎市西山町坂田

5418番地１ 

キハン株式会社 平成 27年４月１日 

株式会社ケアセンターのぞ

み 

新潟県阿賀野市保田 2712番

地５ 

株式会社ケアセンターのぞ

み 

平成 27年４月１日 

居宅介護支援事業所スマイ

ル柏崎 

新潟県柏崎市穂波町４番２

号 

有限会社スマイル 平成 27年４月１日 

在宅介護支援センター菅名

の里 

新潟県五泉市馬下 1814番地

19 

社会福祉法人中東福祉会 平成 27年４月１日 

 

◎新潟県告示第636号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第75条第２項（又は第115条の５第２項）の規定により、指定居宅サービ

ス事業者（又は指定介護予防サービス事業者）から次のとおり事業の廃止の届出があった。 

平成27年４月14日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

事業所の名称 所在地 事業者 サービスの種類 
届出の受理年

月日 
廃止年月日 

ツクイ上越栄町 新潟県上越市栄

町１丁目７番 26

号 

株式会社ツクイ 訪問介護 

 

介護予防訪問介

護 

平成 27年２月

27日 

平成 27年３月

31日 

えんじゅの郷ヘル

パーステーション 

新潟県上越市中

郷区藤沢 989番

地２ 

社会福祉法人新

井頸南福祉会 

訪問介護 

 

介護予防訪問介

護 

平成 27年２月

18日 

平成 27年３月

31日 

株式会社エヌ介護

サービス長岡セン

ター 

新潟県長岡市中

島５丁目６番 29

号 

株式会社エヌ介護

サービス 

訪問入浴介護 

 

介護予防訪問入

浴介護 

平成 27年２月

23日 

平成 27年３月

31日 

ツクイ上越つちは

し 

新潟県上越市土

橋 828－２ 

株式会社ツクイ 訪問入浴介護 

 

介護予防訪問入

浴介護 

平成 27年２月

27日 

平成 27年３月

31日 

あらまちデイサー

ビスセンターらく

らく 

新潟県長岡市西

新町２丁目３番

22号 

ながおか医療生活

協同組合 

通所介護 

 

介護予防通所介

護 

平成27年３月2

日 

平成 27年３月

31日 

デイサービスセン

ターこころつくし

の家 

新潟県五泉市村

松甲 5600番地

１ 

特定非営利活動

法人心つくし会 

通所介護 

 

介護予防通所介

護 

平成27年２月4

日 

平成 27年３月

31日 

 

◎新潟県告示第637号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第82条第２項の規定により、指定居宅介護支援事業者から次のとおり事業

の廃止の届出があった。 

平成27年４月14日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

事業所の名称 所在地 事業者 届出の受理年月日 廃止年月日 
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こころつくし介護支

援センター 

新潟県五泉市村松甲

5604番地１ 

特定非営利活動法人

心つくし会 

平成27年２月４日 平成 27年３月 31

日 

ケアプランセンターい

いの・ひかり苑 

新潟県村上市飯野２

丁目４番 13 号 

株式会社アサヒゴー

ナイ 

平成 27年２月 19

日 

平成 27年３月 31

日 

ハートフルサポートセ

ンター居宅介護支援

事業所中郷事務所 

新潟県上越市中郷区

坂本 69番地 

株式会社ライフコア 平成 27年３月 30

日 

平成 27年３月 31

日 

 

◎新潟県告示第638号 

介護保険法（平成９年法律第123号）第91条（又は健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）

附則第130条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第26条の規定による改正前の介護保

険法（平成９年法律第123号）第113条）の規定により、指定介護老人福祉施設（又は指定介護療養型医療施設）

の開設者から次のとおり指定の辞退の届出があった。 

平成27年４月14日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

施設の名称 所在地 開設者 届出の受理年月日 辞退年月日 

南魚沼市立城内診療

所 

新潟県南魚沼市泉甲

154番地１ 

南魚沼市 平成 27年 2月 24 日 平成 27年 3月 31 日 

 

◎新潟県告示第639号 

森林法（昭和26年法律第249号）第26条の２第２項の規定により、次のとおり保安林の指定を解除する予定であ

る。 

平成27年４月14日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 解除予定保安林の所在場所 

 新潟県佐渡市羽茂大崎3198の２ 

２ 保安林として指定された目的 

 土砂の流出の防備 

３ 解除の理由 

  河川管理施設用地とするため 

 

◎新潟県告示第640号 

土地改良法(昭和24年法律第195号)第18条第16項の規定により、東蒲原郡阿賀町の阿賀町津川土地改良区から次

のとおり役員が就任及び退任した旨の届出があった。 

平成27年４月14日 

新潟県新潟地域振興局長 

１ 就 任 

  理事 東蒲原郡阿賀町九島3328番地  後藤 芳江 

                    （理事長） 

  〃     〃   平堀1757番地  杉崎 廣文 

  〃     〃   津川366番地     長谷川利雄 

  〃     〃   平堀1953番地  杉崎 正治 

  〃     〃   九島928番地   斎藤 順一 

  〃     〃   九島1343番地4   後藤 和夫 

  〃     〃   平堀2059番地  杉崎 周一 

  〃     〃   平堀1165番地  杉崎 雄太 

  監事    〃   津川486番地1    宮川 喜一 

  〃     〃   広沢87番地   江川 一男 

  〃     〃   平堀1195番地2  杉崎 健一 
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  就任年月日 平成27年４月４日 

２ 退 任 

  理事 東蒲原郡阿賀町九島3328番地  後藤 芳江 

                    （理事長） 

  〃     〃   平堀1623番地  杉崎 志正 

  〃     〃   津川366番地     長谷川利雄 

  〃     〃   平堀1757番地  杉崎 廣文 

  〃     〃   広沢114番地   上田 豊栄 

  〃     〃   九島928番地   斎藤 順一 

  〃     〃   平堀1953番地  杉崎 正治 

  監事    〃   津川486番地1    宮川 喜一 

  〃     〃   八木山643番地  渡辺 昇平 

  〃     〃   広沢87番地   江川 一男 

  退任年月日 平成27年４月３日 

 

◎新潟県告示第641号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第16項の規定により、小千谷市の山吉土地改良区から次のとおり役

員が就任及び退任した旨の届出があった。 

平成27年４月14日 

新潟県長岡地域振興局長 

１ 就任 

 理事 小千谷市大字山本457番地３     阿部 寅夫 

                    （理事長） 

  〃  〃   〃 谷内851番地       小池 重一 

  〃  〃   〃 時水1554番地    田中 一男 

  〃  〃   〃 西吉谷甲639番地１  小川 吉一 

  〃  〃   〃 両新田甲176番地    沢中 忠司 

  〃  〃   〃 薭生甲2420番地３   和田 征和 

  〃  〃   〃 東吉谷甲545番地甲  篠田 功 

  〃  〃  1410番地            小林 清正 

 監事  〃  大字西中359番地１      関   清司 

  〃  〃   〃 東吉谷甲857番地    宮崎 政一 

  〃  〃   〃 薮川226番地        若井 国男 

 就任年月日 平成27年４月１日 

２ 退任 

  理事 小千谷市大字山本457番地３     阿部 寅夫 

                    （理事長） 

   〃  〃   〃 谷内851番地       小池 重一 

   〃  〃   〃 時水1554番地    田中 一男 

   〃  〃   〃 西吉谷甲639番地１  小川 吉一 

   〃  〃   〃 両新田甲176番地    沢中 忠司 

   〃  〃   〃 時水542番地      目﨑彌一郎 

   〃  〃   〃 薭生甲2167番地     佐藤 吉一 

   〃  〃   〃 東吉谷甲545番地甲  篠田 功 

   〃  〃  1410番地            小林 清正 

  監事  〃  大字西中359番地１      関   清司 

   〃  〃   〃 東吉谷甲846番地５  上村 行雄 

   〃  〃   〃 薮川226番地        若井 国男 

  退任年月日 平成27年３月31日 

 

◎新潟県告示第642号 
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土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第16項の規定により、十日町市の中里土地改良区から次のとおり役

員が就任及び退任した旨の届出があった。 

平成27年４月14日 

新潟県十日町地域振興局長 

１ 就 任 

理事 十日町市通り山子391番地      上原  茂  

（理事長） 

〃  〃   如来寺甲3151番地      富井 孝男 

〃  〃   市之越卯148番地      富井 秀一 

〃  〃   小原辛170番地       廣田 幸男 

〃  〃   程島巳907番地       村山  博 

〃  〃   荒屋癸480番地３      小林  豊 

〃  〃   宮中己392番地       高橋 一郎 

〃  〃   上山己2350番地１      吉楽 芳弘 

〃  〃   倉俣甲1461番地       高橋 陽一 

〃  〃   干溝壬275番地       樋口 隆司 

監事 〃   如来寺甲3232番地１     池田  正 

〃  〃   小原辛65番地        樋口 正和 

〃  〃   高道山乙887番地１     広田 政夫 

就任年月日 平成27年４月１日 

２ 退 任 

理事 十日町市市之越卯216番地      富井 善一  

（理事長） 

〃  〃   小原辛６番地２       樋口 茂吉 

〃  〃   白羽毛辰767番地      高野 茂実 

〃  中魚沼郡津南町大字下船渡丙920番地 石沢二三男 

〃  十日町市桔梗原キ247番地      阿部 一雄 

〃  〃   宮中己236番地１      山田 勝巳 

〃  〃   如来寺甲3151番地      富井 孝男 

〃  〃   上山己2350番地１      吉楽 芳弘 

〃  〃   干溝壬1208番地       廣田 増男 

〃  〃   倉俣甲1461番地       高橋 陽一 

監事 〃   如来寺甲3169番地      井ノ川重幸 

〃  〃   朴木沢丑174番地２     樋口  誠 

〃  〃   通り山子391番地      上原  茂 

退任年月日 平成27年３月31日 

 

◎新潟県告示第643号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、五泉市の早出川土地改良区の定款の変更を平

成27年４月１日認可した。 

平成27年４月14日 

新潟県新潟地域振興局長 

 

◎新潟県告示第644号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条の規定により計画を定めて実施した、次の県営土地改良事業の工事

が完了した。 

平成27年４月14日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦  

地区名 市町村名 事業名 完了年月日 

東大新江 長岡市 農業用用排水施設整備（かんがい排水）事業 平成27年３月25日 
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◎新潟県告示第645号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、国土交通省北陸地方

整備局 信濃川下流河川事務所長から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定

により公示する。 

平成27年４月14日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（航空レーザ測量） 

２ 作業期間 平成26年９月23日から平成27年３月20日まで 

３ 作業地域 信濃川下流域（新潟市、加茂市、三条市、燕市、長岡市、田上町） 

 

◎新潟県告示第646号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、国土交通省北陸地方

整備局 湯沢砂防事務所長から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により

公示する。 

平成27年４月14日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（数値撮影（デジタル）） 

２ 作業期間 平成26年９月12日から平成27年３月24日まで 

３ 作業地域 南魚沼郡周辺（魚野川・登川・三国川流域等） 

 

◎新潟県告示第647号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、新潟市長から次のと

おり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

平成27年４月14日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（平成26年度 新潟市国土基本図修正業務委託 修正数値図化 レベル2500） 

２ 作業期間 平成27年１月27日から平成27年３月13日まで 

３ 作業地域 新潟市西区、中央区、江南区、南区のそれぞれ一部 34.64㎢ 

 

◎新潟県告示第648号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、国土交通省北陸地方

整備局 湯沢砂防事務所長から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により

公示する。 

平成27年４月14日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（航空レーザ測量） 

２ 作業期間 平成26年７月９日から平成27年３月27日まで 

３ 作業地域 南魚沼郡周辺（魚野川・清津川流域等） 

 

◎新潟県告示第649号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、国土交通省北陸地方

整備局 新潟港湾・空港整備事務所長から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の

規定により公示する。 

平成27年４月14日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（２級水準測量） 

２ 作業期間 平成26年８月１日から平成27年２月27日まで 

３ 作業地域 新潟港（東港地区、西港地区)､新潟空港、新潟西海岸 
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◎新潟県告示第650号 

測量法（昭和24年法律第188号）第14条第１項の規定により、国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量

を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

平成27年４月14日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 基本測量（「電子国土基本図（地図情報）」修正測量） 

２ 作業期間 平成26年４月１日から平成27年３月31日まで 

３ 作業地域 新潟県内全域 

 

◎新潟県告示第651号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、新潟県知事（糸魚川

地域振興局長）から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

平成27年４月14日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（県営中山間地域総合整備事業 上根知地区「別所換地区」確定測量） 

２ 作業期間 平成26年９月10日から平成27年２月28日まで 

３ 作業地域 糸魚川市別所 ほか 地内 

 

◎新潟県告示第652号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、国土交通省北陸地方

整備局長から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

平成27年４月14日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（基準点測量） 

２ 作業期間 平成26年４月１日から平成27年３月31日まで 

３ 作業地域 新潟県内の国道７号、８号、17号、18号、49号、113号、116号、日本海東北自動車道における国

土交通省直轄管理区間（約655km） 

 

◎新潟県告示第653号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、上越市長から次のと

おり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

平成27年４月14日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（航空写真撮影） 

２ 作業期間 平成26年４月１日から平成27年３月31日まで 

３ 作業地域 上越市 

 

◎新潟県告示第654号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県新発田地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

平成27年４月14日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 住吉上館線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

新発田市小坂 3078番から 

 

新 

 

4.6～23.7メートル 

 

482.6メートル 
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同市小坂3107番まで  

旧 

 

4.6～20.5メートル 

 

487.2メートル 

 

◎新潟県告示第655号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県新発田地域振興局地域整備部庶務

課において縦覧に供する。 

平成27年４月14日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 路 線 名  県道   住吉上館線 

２ 供用開始の区間 

  新発田市小坂3078番から同市小坂3107番まで 

３ 供用開始の期日  平成27年４月14日 

 

公   告 

特定非営利活動法人の設立の認証申請について（公告） 

 特定非営利活動促進法（平成 10年法律第７号）第 10 条第１項の規定により、次のとおり特定非営利活動法人の

設立の認証申請があった。 

なお、特定非営利活動促進法第10条第２項に規定する申請書の添付書類は、新潟県県民生活・環境部県民生活課

及び魚沼地域振興局において縦覧に供する。 

平成27年４月14日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 申請のあった年月日 

平成 27年３月 30 日 

２ 申請に係る特定非営利活動法人の名称 

    特定非営利活動法人魚沼自然大学 

３ 代表者の氏名 

星 雅美 

４ 主たる事務所の所在地 

    魚沼市青島 1609番地 

５ 定款に記載された目的 

この法人は、関係機関と連携し、魚沼市の豊かな自然を市民に伝え、その価値を共有し、美しい魚沼市の大

自然を後世に引き継ぐための保全活動とともに、その豊かな自然資源を活用して地域の活性化に寄与すること

を目的とする。 

６ 定款に記載された特定非営利活動の種類 

(1)  社会教育の推進を図る活動 

(2)  観光の振興を図る活動 

(3)  環境の保全を図る活動 

(4)  子どもの健全育成を図る活動 

 

特定非営利活動法人の定款の変更の認証申請について（公告） 

特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第25条第３項の規定により、次のとおり特定非営利活動法人の

定款の変更の認証申請があった。 

なお、特定非営利活動促進法第25条第５項で準用する第10条第２項に規定する申請書の添付書類は、新潟県県民

生活・環境部県民生活課及び魚沼地域振興局において縦覧に供する。  

平成27年４月14日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 申請のあった年月日 
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  平成 27 年３月 25日 

２ 申請に係る特定非営利活動法人の名称 

  特定非営利活動法人シーター 

３ 代表者の氏名 

  猪狩 豊子 

４ 主たる事務所の所在地 

  魚沼市江口 199番地 

５ 定款に記載された目的 

この法人は、心身に障害を持つ子どもたちが、充実した生活を送ることができるよう支援し、又、在日外国

人の地域での生活を円滑に送るための支援を行い、社会全体の生活文化の向上と発展に寄与することを目的と

する。 

６ 定款に記載された特定非営利活動の種類 

  (1)  保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

(2)  子どもの健全育成を図る活動 

 (3)  社会教育の推進を図る活動 

７ 定款の変更内容 

変 更 後 変 更 前 

（事務所） 

第２条 この法人は、事務所を新潟県魚沼市大沢526

番地に置く。 

 

（目的） 

第３条 この法人は子どもたちが、充実した生活を

することができるよう支援し、又、在日外国人の

地域での生活を円滑にするための支援を行い、又、

地域の自然環境の保全調査と育成を図ることによ

り、社会全体の生活文化の向上と発展に寄与する

ことを目的とする。 

 

（特定非営利活動の種類） 

第４条 （略） 

(1)～(3) （略） 

(4) 自然環境の保全を図る活動 

 

（事業） 

第５条 （略） 

(1) 子どもたちの社会参加・自立に向けた体験

交流事業 

(2) 子どもたちの生きがいある居場所をつくる

ための研修・啓発事業 

(3) 在日外国人の日常生活における支援事業 

 

(4) 地域の山野に自生する、草花の育成を促進

する事業 

 

（権能） 

第23条 （略） 

(1)～(3) （略） 

(4) 事業計画及び活動予算並びにその変更 

(5) 事業報告及び活動決算 

（事務所） 

第２条 この法人は、事務所を新潟県魚沼市江口

199番地に置く。 

 

（目的） 

第３条 この法人は心身に障害を持つ子どもたち

が、充実した生活を送ることができるよう支援

し、又、在日外国人の地域での生活を円滑に送

るための支援を行い、社会全体の生活文化の向

上と発展に寄与することを目的とする。 

 

 

（特定非営利活動の種類） 

第４条 （略） 

(1)～(3) （略） 

 

 

（事業） 

第５条（略） 

(1) 心身に障害を持つ子どもたちの社会参加・

自立に向けた体験交流事業 

(2) 心身に障害を持つ子どもたちの生きがいあ

る居場所をつくるための研修・啓発事業 

(3) 在日外国人の日常会話の習得を主とした

日常生活における支援事業 

 

 

 

（権能） 

第23条 （略） 

(1)～(3) （略） 

(4) 事業計画及び収支予算並びにその変更 

(5) 事業報告及び収支決算 
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(6)～(10) （略） 

 

（事業計画及び予算） 

第44条 この法人の事業計画及びこれに伴う活動予

算は、理事長が作成し、総会の議決を経なければ

ならない。 

 

（事業報告及び決算） 

第48条 この法人の事業報告書、活動計算書、貸借

対照表及び財産目録等の決算に関する書類は、毎

事業年度終了後、速やかに、理事長が作成し、監

事の監査を受け、総会の議決を経なければならな

い。 

２ （略） 

 

（定款の変更） 

第51条 この法人が定款を変更しようとするときは、

総会に出席した正会員の４分の３以上の多数によ

る議決を経、かつ、法第25条第３項に規定する事

項については、所轄庁の認証を得なければならな

い。  

 

（残余財産の帰属） 

第53条 この法人が解散（合併又は破産による解散 

 を除く。）したときに残存する財産は、法第１１ 

 条第３項に掲げる者のうち総会で選定された者に 

 譲渡するものとする。 

(6)～(10) （略） 

 

（事業計画及び予算） 

第44条 この法人の事業計画及びこれに伴う収支

予算は、理事長が作成し、総会の議決を経なけ

ればならない。 

 

（事業報告及び決算） 

第48条 この法人の事業報告書、収支決算書、貸

借対照表及び財産目録等の決算に関する書類

は、毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作

成し、監事の監査を受け、総会の議決を経なけ

ればならない。 

２ （略） 

 

（定款の変更） 

第51条 この法人が定款を変更しようとするとき

は、総会に出席した正会員の４分の３以上の多

数による議決を経、かつ、法25条第３項に規定

する軽微な事項を除いて、所轄庁の認証を得な

ければならない。 

 

（残余財産の帰属） 

第53条 この法人が解散（合併又は破産による解 

 散を除く。）したときに残存する財産は、総会 

 において出席した正会員の過半数をもって決し 

 た特定非営利活動法人または社団法人、財団法 

 人に寄付するものとする。ただし、可否同数の 

 ときは、議長の決するところによる。 
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